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自己紹介

若江 雅子 WAKAE MASAKO

読売新聞東京本社編集委員

１９８８年 北海道支社

１９９２年 社会部

２００８年 社会部デスク（ＩＴ問題を担当）

２０１４年より編集委員（～現在まで）



お伝えしたいこと

公的個人認証制度

とデジタル認証ア

プリ

01
なにを危惧してい

るのか①

02
なにを危惧してい

るのか②
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デジタル認証アプリ

• マイナカードの公的個人認証機能を使ってオ
ンライン上の本人確認ができるアプリ

• デジタル庁が開発・運用。デジタル庁が署名
検証を行い、事業者や行政機関に無料で提供

• 利用者企業にとっては独自システムの開発をしな
いで済むので、コストを抑えてオンライン上の本
人確認ができるようになる

• しかし、既存の事業者を駆逐して、デジタル庁が
署名検証者として独占しないか



電子申請等

署名検証者日本の居住者

地方公共団体情報システム機構（J-LIS）

住民基本台帳ネッ
トワークシステム

４情報や異動情報
等を提供

電子証明書を発行 電子証明書の有効性確認

行政機関や
大臣認定をうけた民間事業者



JPKIの道のり

２００４年スタート 当初は行政手続きのみ、署

名用電子証明書の認証のみ

２０１６年 民間サービスにも開放、利用者証

明用電子証明書の認証も

２０２４年現在、民間プラットフォーム事業者

は２１社、利用企業は６００社以上



情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター インキュベーションラボ報告書より



デジタル庁「デジタル認証アプリについて」より



２０２４年６月スタート
１５団体が利用または利用の予定を表明
（デジタル庁ウェブサイトより）



お伝えしたいこと

デジタル認証アプ

リとは

01
なにを危惧してい

るのか①

02
なにを危惧してい

るのか②
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情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター インキュベーションラボ報告書より



マイナカードのＩＣチップに搭載されて
いる主な機能

①利用者証明用電子証明書
シリアル番号、発行年月日、有効期限

②署名用電子証明書
シリアル番号、基本４情報、発行年月日、有効期限

③券面情報
マイナンバー、顔写真、基本４情報など

④住民基本台帳関連の情報

⑤空き領域



シリアル番号とマイナンバーは違います
でも、かなりプライバシーリスクは高い

マイナンバー シリアル番号

悉皆性 全住民に対して付番 希望者のみ（ただし12月8日現在、83.7％の
住民に交付）

唯一無二性 唯一無二 唯一無二

ライフサイクル 生涯不変 ５年（今度は１０年に）

利用範囲 行政機関 行政機関と認定を受けた事業者

規制 個人番号利用事務・関係事務を除き、一
切の提供・保管・収集が禁じられている

電子証明書の認定設備外での保管や目的外
の外部送信が禁じられている

根拠法 マイナンバー法 公的個人認証法



情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター インキュベーションラボ報告書より



情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター インキュベーションラボ報告書より



デジタル庁「デジタル認証アプリについて」

✓ 電子証明書のシリアル番号
✓ サービス提供者を識別する
コード

✓ 認証日時
✓ 認証結果など



デジタル庁「デジタル認証アプリについて」



無料で便利なアプ
リを提供するよ！

既に投資をし
て事業を営ん
でいる民間事
業者はどうな
る？民業圧迫

民間部門では、利用者証明
用電子証明書の認証だけだ
から、氏名など基本４情報
は含まれないから、プライ
バシーの危険はないよ！

シリアル番号と基本
４情報を政府は突合
できますよね・・・

でも、そんなことは
わざわざしません

技術的にできないことと、
しないことは分けて考え

ようよ



デジタル庁「デジタル認証アプリについて」



デジタル庁「デジタル認証アプリについて」



デジタル認証アプリ

23

マイナカードでログイン

「グーグルでログイン」から
「マイナカードでログイン」へ

Google Knows You Better Than 
You Know Yourself 

（グーグルはあなた自身よりあなたのことを知っている）

Digital Agency Knows You Better 
Than You Know Yourself 

（デジタル庁はあなた自身よりあなたのことを知っている）



利用目的を
達成する上
で、必要な
範囲を超え
ていないか

✓住民基本台帳と連携した正確な個人情報
や、それと結びついた識別子（本人確認
の保証レベルは最高強度の「３」）

✓そのような強力な本人確認手法が、無料
提供によって増えていくと、どんどん広
がるのでは

✓使わなければ便利なサービスを享受でき
なくならないか

✓行動の萎縮につながらないか



「参考にしたのはSingpassです」

Singapore Government Agency Websiteより



Singpass

シンガポールが国主導で推進している公的認証システム

デジタルＩＤに国民登録番号や基本情報、運転免許証、生体情報などの各種情報をひも付

け、国民が単一のＩＤで官民の様々なサービスを利用することを目指している。

事業者にとっては、独自のシステム開発や維持管理のコストもかからないため、低コスト

で正確に顧客を把握することができるメリット

官民のサービスが効率的に行き渡り、様々な層の国民がデジタル化の恩恵を享受すること

になる

だが、それはＩＤによる管理社会化やプライバシー上のリスクは・・・？



デジタル庁ウェブサイトより



デジタル認証アプリのプライバシーポリシーより



お伝えしたいこと

デジタル認証アプ

リとは

01
なにを危惧してい

るのか①プライバ

シー上の懸念

02
なにを危惧してい

るのか②プロセス

の問題
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きっかけは
突然の
パブコメ





専門家の私が見ても、なに
をしようとしているのか分
からない（そのくらい情報
が少ないまま進めようとし

ている）

今のままじゃ「Google Knows 
You Better Than You Know 

Yourself 」じゃなくて
「デジタル庁は何でも知っている」

になっちゃうよ





審議会等の整理合理化に関する基本的計画
（平成11 年４月27 日閣議決定）



ご清聴
ありがとうございました


